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1. 長期的な成長性が高い車載半導体

半導体関連企業の中でも、長期的な成長性が高い「車
載」に強みを持つ企業に注目したい。車載向けは、足元
の半導体の需要減速トレンドのなかでも需給がひっ迫し
ている分野だからだ。1995年に乗用車で1台当たり20～
30個といわれていた車載半導体は、現在は走行制御用の
マイコンだけで50個以上搭載され、自動車の製造コスト
に占める電子部品の割合は、徐々に増加している。
また、自動車の心臓ともいえるエンジン部分等に使用

されるECU（電子制御ユニット）は、自動車の電子化に
伴い、1台当たりの平均搭載個数が2021年時点の29.6個か
ら2035年には46.6個に増加する見通し。関連市場も、同
期間で7兆円から21兆円規模に成長する見込みだ。

今後は、EV（電気自動車）やADAS（先進運転支援シ
ステム）、自動運転、インフォテインメント（カーナビ
などの情報+音楽やTVチューナーなどの娯楽が統合された
システム）の普及など、構造的変化が進むと考える。実
際、最終製品市場別の半導体市場規模の推移をみると、
車載の成長率予想は2020年～2025年にかけて+110％、
2025年～2030年にかけては+60％の伸びが予想されてお
り、どの分野よりも高い。今や自動車は「走る半導体」
とも言われており、今後幅広い分野で車載半導体への需
要が一段と高まろう。
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2.センサーやパワー半導体にも注目

車載半導体は、主に①「走る」「曲がる」「止まる」
など基本的な動きの制御に使用されるマイコンや自動運
転などの「判断」を行うプロセッサ、②外部環境や車内
環境を測定するセンサー、③電力の供給や制御を行うパ
ワー半導体の3つの分野に区分できる。中でも、センサー
とパワー半導体は、自動運転車やEVなど、次世代型の自
動車に欠かせない分野だろう。

センサーでは、レーザー光を使用し、歩行者や先行車
などとの距離や形状、位置関係を三次元で把握すること
が可能なLiDARに注目したい。同技術は、自動車専用道路
や高速道路など、使用場所が限定的であった自動走行技
術を一般道でも使用可能にするために必要不可欠だから
だ。他方、限られたスペースにより多くの半導体を収容
するためには、小型化や消費電力の抑制などが求められ
る。パワー半導体においては、現在主流のシリコン製に
比べて、電力損失を半分以下に抑えられるSiC（炭化ケイ
素）製パワー半導体の開発・生産動向にも注目が集まり
そうだ。

自動車の技術革新などを追い風に、車載半導体市場
は、2019年時点から2030年にかけて急拡大する見込み
だ。世界経済や社会を大きく変える鍵となる産業といえ
ることから、今後も目が離せない状況が続こう。
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オン・セミコンダクター（ON 米国株）

3

製品別売上高の推移

出所：会社資料 作成：岡三証券

パワー半導体の米国大手企業
米アリゾナ州フェニックスが本拠地のパワー半導体大

手。モトローラ社の半導体コンポーネント・グループを分
離独立し、1999年に設立。車載、HPPC&モーターコント
ロール、イメージセンサー、ワイヤレス・デバイス、イン
ダストリアルIoTの5分野で高い世界シェアを持つ。
事業は3つに分類され、①アドバンストソリューション

ズ･グループ（22/12期売上高構成比34％、特殊用途向け
半導体、ファウンドリー製品等）、②パワーソリューショ
ンズ･グループ（同51％、シリコン・カーバイド〔SiC〕製
品、パワーモジュール製品等）、③インテリジェントセン
シング・グループ（同15％、アクチュエータ、画像信号、
センサー等）。2022年6月、S&P500指数に採用された。

車載向け需要が好調
近年は車載向けに注力。 23/12期2Qでは、車載向け製品

の売上高は前年同期比35％増の10.6億ドルとなり、売上高
に占める比率は前年同期の38％から51％に拡大した。
特に次世代パワー半導体の材料でEVの普及に不可欠とさ

れるSiC（炭化ケイ素）製品は同約4倍増と好調で、2Q中だ
けで、30億ドルを超える長期供給契約（LTSA)を締結、世
界最大の自動車サプライヤーの一つであるマグナ・イン
ターナショナルともLTSAを締結した。LTSAによるコミッ
トメントは、当社の収益基盤を中長期にわたり支えよう。
米国内外で生産能力を強化しており、業績拡大が続きそう
だ。

株価チャート

作成：岡三証券
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クアルコム（QCOM 米国株）
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QCT事業：セグメント別売上高伸び率

出所：会社資料 作成：岡三証券 前年同期比

通信半導体に強いファブレス大手
通信用半導体大手。無線通信技術をベースに集積回路や

無線チップ、ソフトウェアの開発を手掛ける。生産設備を
持たないファブレス半導体企業のなかで、売上高で世界1位
（2022年時点）。

事業は主力の半導体事業であるQCT（クアルコム・
CDMA・テクノロジー）と、技術ライセンス提供事業の
QTL（クアルコム・テクノロジー・ライセンス）の2本柱で
ある。QCTでは、SoC（システム・オン・チップ）の
「Snapdragon」を手掛け、セグメント別では携帯端末向
けが76％、 IoT向けが20％、車載向けが4％を占める
（22/9期時点）。

長期的な業績拡大に期待
当社の車載向け製品は自動運転車やコネクテッド・カー

といった、高いデータ処理能力や通信技術が必要な「次世
代の車」向けのSoCだ。既にソニー・ホンダモビリティの
新型EV「アフィーラ」試作車に全面採用されたほか、独
BMWや独フォルクスワーゲンといった自動車メーカーとも
提携している。
会社側は2022年9月に、車載向けの売上高を26/9期には

22/9期比3.0倍の40億ドル、31/9期には同6.9倍の90億ド
ルまで伸ばす計画を発表。2023年1月には、デジタルコッ
クピットなど複数の機能を1つに融合した業界初のSoC
「Snapdragon Ride Flex」を発表した。今後も同社の強み
である通信技術を活用した製品開発に期待が集まろう。
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富士電機（6504 プライム）
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セグメント別売上高

株価チャート

出所：会社資料 作成：岡三証券

パワーエレクトロニクスに強み
1923年に、古河電気工業と独シーメンスとの提携により

設立。パワーエレクトロニクス（パワエレ）の技術を生か
し、発電所や工場、自動車、鉄道、コンビニ・スーパーの
店舗など社会・産業インフラ分野向けに事業を展開する。
グローバル戦略では、産業・社会インフラの省エネ・自

動化投資、自動車の電動化を背景に、成長ポテンシャルの
高い東南アジアやインド、中国を重要地域として売り上げ
拡大を図る。最も売上規模の大きいアジアはパワエレシス
テムを中心に注力し、中国と欧州は電気自動車向けパワー
半導体が成長ドライバーとなる。海外での地産地消を推し
進めることで、グローバルで「ものつくり力」強化に取り
組む。

1Q業績は過去最高を更新
24/3期1Qの売上高は前年同期比14.8％増の2,341億

円、営業利益は同48.5％増の147億円となり、いずれも過
去最高を更新した。また、24/3期通期業績見通しは、好調
な1Q業績や為替前提を円安方向に見直したことにより、上
方修正となった。
半導体セグメントは、電動車（xEV）向けパワー半導体

の需要拡大により増収となった。また、1Qは工場の稼働日
数調整等による生産減があり利益率が悪化したが、2Q以降
は生産増等により利益率は改善する見通し。
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ソニーグループ（6758 プライム）

6

イメージング&センシング・
ソリューション分野の売上高推移

株価チャート

出所：会社資料 作成：岡三証券 24/3期は会社計画 8月9日時点

「自動車の眼」に強み
1946年に、東京通信工業として設立。オーディオ・ビ

ジュアル関連を中心とした家電の大手企業で、グループ内
に映画、音楽などのコンテンツビジネスを抱えるほか、金
融ビジネスも手掛ける。
車載用半導体の分野では、「自動車の眼」となるセン

サーを手掛ける。車載用イメージセンサーは、自動車のさ
まざまな走行シーンにおいて、安定した高精細な画像を取
得できる性能を実現し、自動運転や先進運転支援システム
（ADAS）の領域で活用されている。また、SPAD ToF方式
距離センサーは、道路状況や車両、歩行者など対象物の位
置や形状を、高精度で検知・認識が可能な車載LiDARで活
用されている。ホンダとの共同出資会社を通じて2025年に
受注を始めるEVのブランド「AFEELA（アフィーラ）」で
は、「レベル3」の自動運転機能を搭載し、45個のカメラ
やセンサーを車内外に搭載する計画。

車載用イメージセンサーでシェア拡大を目指す
車載用イメージセンサーでは、26/3期のグローバルトッ

プOEM20社との取引見通しを従来の75％から85％に上方
修正。車載用イメージセンサーの金額シェアでは、23/3期
の25％から、26/3期には39％にまで拡大を目指す。
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ｲﾝﾌｨﾆｵﾝ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（IFX ドイツ株）
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事業別売上高の推移

出所：会社資料作成：岡三証券 23/9期は会社計画 8月3日時点

車載用、パワー半導体で世界トップ
1999年にドイツの産業・電子機器大手シーメンスの半導

体事業が分離独立して設立された。世界の半導体市場にお
いて、市場シェアは2.3％で11位（2021年）。2011年以
降、買収や事業売却などを通じて、自動車、産業、セキュ
リティチップ事業への集約を進めている。車載用半導体、
パワー半導体の分野では世界でトップの地位を構築する。
当社の車載用半導体は、センサー、MCU（※）、メモ

リ、パワー、コネクティビティといった製品を手掛け、自
動車向けアプリケーションの全範囲をカバーしている。近
年は、費用対効果の高い300㎜ウエハーを用いた半導体の
生産を拡大することで、採算性を重視した事業戦略実行に
舵を切っている。また、事業環境の不確実性が高まるなか
でも、ドイツ・ドレスデンの主力製造拠点でパワー半導体
の製造能力増強に動き、積極投資も進めている。
※マイクロコントローラユニット：CPU（中央処理装置）とメモリなど

の周辺機能が集積された半導体

脱炭素の潮流のなかで真価を発揮へ
会社側は、23/9期3Q決算において、消費者向け市場の

需要が弱いとしつつも、自動車、再生可能エネルギー関連
のアプリケーションに関する引き合いが強いとの見方を示
している。
世界的に脱炭素へ向けた動きが加速するなかで、この分

野に強い当社が真価を発揮するのはこれからと期待できよ
う。
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書の提出状況については、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約
の「契約締結前交付書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞

株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外
ETFを除きます。）をお預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1

年間に2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについて
は料金をいただきません。証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口
座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の
売買手数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお
支払いいただきます。
・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.375%（税込み）の売買手数料をいただきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売
却の単価を当社が提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その
時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入
対価のみをお支払いいただきます。
・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動
し、損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

重要な注意事項



・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、
元本や利子の支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。
・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性
があります。ただし、適用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞
・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額
が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。
・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれ
があります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。
転換社債を募集等によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等による
転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。
お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％）
その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく
費用の総額は、投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券
の価格の変動によって基準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。
・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変
化等による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。
・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は最大2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいた
だきます。また、買付けの場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託証拠金は、売買代金の30％以上で、
かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託証拠金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそ
れがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されます。



岡三証券株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人日本暗号資産取引業協会

【日本以外の地域における本レポートの配布】

本レポートは、参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及
びルール等の適用を受ける可能性があることに注意する必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポートは、
配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的と
したものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。

（2023年1月改定）


